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 1）生産技術開発による QDCの改善 
2）新車の生産準備 
3）各種プロジェクトの計画・実施 
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図表１ 日本自動車メーカーの生産台数の推移 
（単位：千台） 
 1990年 1995年 2001年 
日本国内① 13,487 10,196 9,779 
アジア 952 1,883 1622 
中近東 ― ― 8 
欧州 227 642 972 
北米 1,570 2,595 3,026 
（米国） (1,299) (2,215) (2,410) 
中南米 160 111 411 
アフリカ 186 226 149 
太平洋 169 103 138 
海外計② 3,264 5,560 6,326 





















































































されている 5)。トヨタは，90 年代半ばに「新国際ビジネスプラン」（95 年），「2005 年ビジ
ョン」（96 年）を発表し，積極的に現地化，海外販売を推進した。その結果，92 年には年間
76万台であった海外生産は，01年には，約 180万台，海外販売は同じく 214万台から 355万
台と大幅な増加となっている。さらに，03年の自動車生産・販売・輸出計画では，海外生産（15％
                                                          
 4) この点については，別稿でも考察しているので参照されたい。 
今田治「日産自動車のルノーとの提携による欧州戦略の変化―英国日産自動車，英国日産工場調査を基
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工場，米国アラバマ四輪工場などの新拠点が稼働を始め，さらに 03 年春には，マレーシア四
輪新工場，インドネシア四輪新工場の操業開始も予定されている。03年には，4輪車の海外生
産は，02年の 150万台から 185万台へ 23.3％の大幅増を見込むが，国内生産は逆輸入車の増
加などもあり 2.9％減の 134万台の計画であり，4輪車世界販売は 10％増の 310万台に，国内





3）日産自動車 ―「日産 180」とルノーとの連携― 
日産自動車は，00 年 3 月末で，海外車両生産・組立拠点を 16 カ国 20 社，有している。米
州では，米国とメキシコに各 1社の 2カ国 2拠点，欧州はイギリスに 1社とスペインに 2社の
2カ国 3拠点，アジアでは，タイ，フイリピンに各 2社と台湾，中国，マレーシア，インドネ
シア，パキスタンに各 1社の 7カ国 9拠点，中近東はイランに 2社とエジプトに 1社の 2カ国
3拠点，アフリカではケニア，ジンバブエ，南アフリカに各 1社の 3カ国 3拠点となっている。
また，海外販売網については，世界各国に NSC（National Service Company）172社を設置，そ
の下に 7,733拠点のデイーラーからなるネットワークを設け，販売国は 191ヶ国にものぼって
いる。日産の海外進出はトヨタよりも早く，すでに 93 年に年間 100 万台規模に達し，その後
も若干の変動がみられるけれども，拡大傾向が続き，01年には，120万台となっている（図表
2参照）。 
日産は 02年 4 月から，新 3ケ年計画「日産 180」を開始したが，グローバルな展開と新車





地 域 生  産 地 域 販  売 
米国  363 北米 968 
メキシコ  329 欧州 454 
スペイン  110 その他 336 
英国  290   
その他  110   
海外計 1,202 海外計 1,758 
国内計 1,273 国内計 703 
























































生産技術本部の人員は，02年 4 月末現在で約 3,500 名である（そのうち約半数は，型，設備な
どの製作に携わる技能系）。 
生産技術本部の中には，車両関係で 7つの部と 1つの室があり，パワートレイン（P/T）関係
（エンジン，動力伝達装置）では 4つの部がある 7)（図表 3参照）。 
 
 




動車の製造管理』自動車工学全書 18，山海堂，1980 年，7 ページ）。ただ，最近では，必ずしも量産だ
けでなく，中少量生産にも対応できる柔軟性が求められている。 
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図表３ 生産部門の組織 (日産自動車) 
出所）日産自動車資料より作成。 
注）SCM：Supply Chain Management 
  NPW：Nissan Production Way 































                                                          




















3 「日産 180」と生産技術部門 







                                                                                                                                                        
程設計を行うこと。」 



































































バーから構成される，ABM（Alliance Board Meeting：提携全体を取り仕切る会議体），CCT (Cross 








                                                          
11) この点については，IBS (Intelligent Body assembly System) を発展させた NSL (Nissan Standard 
Line) として展開されつつある。別の機会に検討したい。 




































格化する。ルノーが 02年 10月から発売する「Megane」は日産との共通 Cプラットフォーム
を採用しており，日産は，このプラットフォームを次期型「サニー」クラスの車種に採用する
予定である。日産・ルノー両社は 10年までに共通プラットフォーム数を 10に統合する方向で































                                                          












































































日本経済新聞，2002年 12月 30日。 


























にどのような内容で展開されているか，IBS（Intelligent Body assembly System）などの柔軟
な製造技術の開発，3D－CAD（Computer Aided Design）の導入による同時開発の一層の徹
底という点から明らかにしたい。 
第 2は，一層のグローバル化，設計，生産準備，製造などにわたるルノーとの交流が，ルノ
ー，日産双方でどのような生産システムを生み出すのか，他社との違いは，日本的特質，グロ
ーバルレベルでの普遍性は何かといった点を，各社の経営・生産戦略，TPS（トヨタ生産方式），
NPW（日産生産方式）など各社の生産システムの編成原理ともいうべき考え方との関連で，考
自動車企業のグローバル化と生産技術部門（今田） 227 
察していきたい。 
 
付記：本稿は，文部科学省科学研究費補助金（基盤研究 C），『世界最適調達の展開と自動車部
品企業における経営・生産戦略』（課題番号 14530159，研究代表者：立命館大学経営学部教授，今田
治）による研究成果の一部である。 
